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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第68期

第３四半期連結累計期間
第68期

第３四半期連結会計期間
第67期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 427,473 145,497 575,484

経常利益 (百万円) 23,761 8,301 27,056

四半期(当期)純利益 (百万円) 9,120 3,463 15,770

純資産額 (百万円) ― 447,732 456,077

総資産額 (百万円) ― 667,122 677,000

１株当たり純資産額 (円) ― 192,340.03 195,967.51

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 3,959.98 1,503.63 6,847.60

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 66.4 66.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 45,222 ― 25,383

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 20,494 ― △ 41,488

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 8,905 ― △ 9,367

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 94,899 80,171

従業員数 (名) ― 5,116 4,469

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第67期は希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、第68期第３四半期連結累計期間及び第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。
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２ 【事業の内容】

１　認定放送持株会社体制への移行に伴う会社分割

当社は当社が営む放送事業等の主要事業を分割する会社分割を平成20年10月１日付で行い、認定放送

持株会社体制へ移行いたしました。当社は同日付で商号を㈱フジ・メディア・ホールディングスに変更

し、本件分割により新たに設立した会社の商号を㈱フジテレビジョンとしました。

　放送を始めとするメディア産業を取り巻く環境は、デジタル化に伴う技術革新、規制緩和、法制度の改正

等により大きな変革期を迎えている中、当社は今後、メディア間でのアライアンス、再編等の動きも急速

に進展していくと認識しております。 

　当社は、主業のテレビ放送事業については、開局以来これまで系列局との強力なネットワーク体制の下、

放送業界トップの地位を確立し、また、放送周辺の事業についても他社に先んじて積極的な展開に取り組

み、グループの事業領域の拡大に努めてまいりました。 

　しかし、これからの更なる環境変化に対応し、当社グループの企業価値を向上させていくためには、放送

事業を核としつつ、放送以外の周辺事業領域へもグループ経営資源の更なる選択と集中を推し進め、外部

との資本・業務提携や事業再編を積極的に行っていく必要があります。 

　国内外から高く評価される我が国を代表する「メディア・コングロマリット」を目指すという長期的

なグループ経営ビジョンを達成するためには経営の意思決定の迅速性と、事業執行の機動性がこれまで

以上に要請されてくること、併せて適正なグループガバナンスの実行が必要であり、それらを実現するた

めの経営の組織形態としては認定放送持株会社体制が最適であると判断するに至りました。 

　当社は、今回の認定放送持株会社体制への移行を、メディアグループとしての「第二の創業期」として

捉え、認定放送持株会社を核とした新たなグループ経営体制構築のスタート台に立ったという認識の下、

長期的なグループ経営ビジョンを目指して「グループ経営の強化」、「事業環境に応じた資源再配分の

適正化」、「事業再編への積極的取組み」に注力、グループ全体の企業価値向上に向けて一層努力をして

参ります。

　

２　事業の種類別セグメントの区分変更

当社は認定放送持株会社体制への移行に伴い事業の種類別セグメントの区分の見直しを行った結果、

平成20年11月６日開催の取締役会において、当第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの

区分を変更する旨の決議を行いました。

この変更により、従来の「放送関連事業」を「制作事業」とし、従来の㈱ディノスの「通信販売事業」

と「その他事業」に含めていた㈱サンケイリビング新聞社を中心とするフリーペーパー発行事業等を合

わせて「生活情報事業」とし、従来「その他事業」に含めていた㈱クオラスの広告事業等を新たに「広

告事業」として独立のセグメントといたしました。

これにより、事業の種類別セグメントにおける事業区分は従来の「放送事業」「放送関連事業」「通

信販売事業」「映像音楽事業」「その他事業」の区分から、「放送事業」「制作事業」「映像音楽事

業」「生活情報事業」「広告事業」「その他事業」の区分となりました。各事業区分に属する主な役務

・商製品の内容等と、各事業区分に属する連結子会社は以下の通りです。
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事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

制作事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

生活情報事業 通信販売、新聞発行等

広告事業 広告等

その他事業 出版、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発等

　

事業区分 連結子会社名

放送事業 ㈱フジテレビジョン、㈱ニッポン放送

制作事業
㈱共同エディット、㈱共同テレビジョン、㈱バスク、㈱八峯テレビ、㈱バ
ンエイト、㈱フジアール、㈱フジクリエイティブコーポレーション、㈱
フジライティング・アンド・テクノロジイ、㈱ベイシス

映像音楽事業

㈱シンコーミュージック・パブリッシャーズ、㈱フジパシフィック音
楽出版、任意組合フジ・ミュージックパートナーズ、㈱ポニーキャニオ
ン、㈱ポニーキャニオンエンタープライズ、
FUJIPACIFIC MUSIC (USA), INC.、
FUJI ENTERTAINMENT AMERICA, INC.(注)、
WINDSWEPT CLASSICS, INC.

生活情報事業 ㈱サンケイリビング新聞社、㈱ディノス、㈱リビングプロシード

広告事業 ㈱クオラス

その他事業
㈱ニッポン放送プロジェクト、㈱フジサンケイ人材センター、㈱フジ
ミック、㈱扶桑社、
FUJISANKEI COMMUNICATIONS INTERNATIONAL, INC.

（注）FUJISANKEI CALIFORNIA ENTERTAINMENT, INC.は、平成20年10月１日付で商号をFUJI ENTERTAINMENT

AMERICA, INC.に変更いたしました。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下の通りです。

当社は当社が営む放送事業等の主要事業を分割する会社分割を平成20年10月１日付で行い、認定放送持

株会社体制へ移行いたしました。当社は同日付で商号を㈱フジ・メディア・ホールディングスに変更し、本

件分割により新たに設立した会社の商号を㈱フジテレビジョン（連結子会社）としました。

名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(連結子会社)

㈱フジテレビジョン
（注）

東京都
港区

8,800テレビ放送事業 100.0 ―
不動産賃貸、管理業務委
託
役員の兼任　 25名

（注）特定子会社であります。また、有価証券届出書の提出会社であります。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名)
5,116
(1,950)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 21

(注) １　従業員数は、㈱フジテレビジョンから当社への出向者（出向者のうち主に当社で就業する者に限る。）を含む

就業人員であります。

２　従業員数が第２四半期連結会計期間末に比べて1,421名減少しましたが、これは主として放送事業等の主要事

業を分割し、認定放送持株会社に移行したことによるものであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

放送事業 95,040

制作事業 11,839

映像音楽事業 16,709

生活情報事業 23,157

広告事業 9,026

その他事業 9,503

消去又は全社 (19,778)

合計 145,497

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

㈱電通 33,609 23.1

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 19,825 13.6

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は平成20年10月１日付で認定放送持株会社体制へ移行したことに伴い、従来当社で使用していた本

社建物を、新設分割により設立した㈱フジテレビジョンに賃貸する賃貸借契約を締結いたしました。契約の

概要は以下の通りです。

　
契約会社名：㈱フジ・メディア・ホールディングス
契約相手方：㈱フジテレビジョン（連結子会社）
賃貸借物件：フジテレビ本社ビル
契約期間　：平成20年10月１日から10年間、期間満了以降は３年毎に自動更新
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　経営成績の分析

当社グループの当第３四半期連結会計期間における経営成績は以下の通りであります。

当第３四半期連結会計期間の売上高は1,454億97百万円となり、営業利益は73億46百万円、経常利益は

83億１百万円となりましたが、特別損失に投資有価証券評価損15億97百万円等を計上したため、四半期純

利益は34億63百万円となりました。

当社グループは認定放送持株会社体制への移行に伴い、当第３四半期連結会計期間より事業の種類別

セグメントの区分を従来の「放送事業」「放送関連事業」「通信販売事業」「映像音楽事業」「その他

事業」の区分から、「放送事業」「制作事業」「映像音楽事業」「生活情報事業」「広告事業」「その

他事業」の区分に変更しております。

事業の種類別セグメントの業績の状況は以下の通りであります。

(単位：百万円)
当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

売上高 営業利益

放送事業 95,040 6,599

制作事業 11,839 232

映像音楽事業 16,709 765

生活情報事業 23,157 608

広告事業 9,026 52

その他事業 9,503 147

消去又は全社 (19,778) (1,059)

合  計 145,497 7,346

　

（放送事業）

テレビ放送部門の放送収入は、ネットタイムは、前期の「ワールドカップバレー」のような大型単発

番組がなかったこと等で減収となり、スポットセールスも厳しい広告市況を反映して苦戦いたしまし

た。放送以外でも、イベント事業、映画事業、ビデオ事業等が前年の反動で減収になったことで、テレビ

放送部門全体の売上高は884億92百万円となりました。また、営業費用は、放送事業原価がコストコント

ロールの効果や前期の「ワールドカップバレー」の影響等で減少したことに加え、その他事業原価も

減収に伴う減少や原価率の改善があり、818億78百万円となりました。 

　ラジオ放送部門では、放送収入の落ち込みをイベント収入がカバーし、売上高は65億50百万円となり

ました。 

　その結果、放送事業全体の売上高は950億40百万円、営業利益は65億99百万円となりました。
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放送事業の売上高内訳

(単位：百万円)
当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

テレビ放送部門

放送事業収入 75,577

　　放送収入 67,602

　　　ネットタイム 32,753

　　　ローカルタイム 4,969

　　　スポット 29,879

　　その他放送事業収入 7,975

その他事業収入 12,915

      小　計 88,492

ラジオ放送部門 6,550

セグメント内消去 (2)

　　　合　計 95,040

　

（制作事業）

放送番組の企画制作等を行う子会社で構成される制作事業は、番組やイベントの受注が減少したこ

と等により、売上高は118億39百万円、営業利益は２億32百万円となりました。

　

（映像音楽事業）

㈱ポニーキャニオンは、オーディオ部門ではヘキサゴンオールスターズ等がヒットし好調だったも

のの、ビジュアル部門の減収をカバーするには至りませんでした。㈱フジパシフィック音楽出版は著作

権部門、原盤部門ともに邦楽を中心に好調で、映像音楽事業全体の売上高は167億９百万円、営業利益は

７億65百万円となりました。

　

（生活情報事業）

生活情報事業は、従来の㈱ディノスの通信販売事業に加え、フリーペーパーの発行・配布等を行う㈱

サンケイリビング新聞社と㈱リビングプロシード（第２四半期まではその他事業）により構成されて

おります。㈱ディノスのテレビ通販は好調でしたが、カタログ通販と不採算催事の見直し等により規模

を縮小した催事事業が伸び悩み、売上高は172億24百万円となりました。これに新規連結２社の売上高

が加わり、生活情報事業の売上高は231億57百万円となりました。また、営業利益は㈱ディノスにおける

テレビ通販の原価率の改善や通販経費等の削減の効果により、６億８百万円となりました。

　

（広告事業）

広告事業は、㈱クオラス１社の業績です。広告市況が低迷する中、新規開拓に努め、広告事業の売上高

は90億26百万円、営業損益は第２四半期までの損失から52百万円の利益となりました。

　

（その他事業）

その他事業は、様々な業種の子会社から構成されております。㈱フジミックはソフトウェア開発等の

受注が低調でした。㈱扶桑社は出版業界が低迷する中で、書籍販売は好調でしたが、雑誌販売・広告の

不振をカバーすることが出来ず、営業損失を計上いたしました。その結果、その他事業の売上高は95億

３百万円、営業利益は１億47百万円となりました。
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持分法適用会社では、当期より新たに加わった３社(㈱ニッポンプランニングセンター、㈱ポニーキャ

ニオンミュージック、日本映画衛星放送㈱)の利益がプラス要因となるとともに、開局８年目の㈱ビーエ

スフジもＢＳデジタル放送の視聴可能件数が12月末で4,799万件に達したことを背景に順調に推移いた

しました。しかし、㈱サンケイビルはマンション分譲等が低調で業績が伸び悩んだため、持分法による投

資利益は全体として76百万円にとどまりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期末の総資産は6,671億22百万円となり、前期末比98億78百万円（1.5％）の減少となりま

した。

　流動資産は2,627億52百万円で、前期末比91億74百万円（3.6％）の増加となりました。これは主に、受取

手形及び売掛金が67億63百万円、有価証券が43億25百万円減少した一方で、現金及び預金が165億46百万

円増加したこと等によるものであります。

　固定資産は4,043億69百万円で、前期末比190億53百万円（4.5％）の減少となりました。これは主に、投

資有価証券が132億84百万円減少したことや、改正後の「リース取引に関する会計基準」の適用により、

前期末に有形固定資産のその他に含めて計上していたリース資産46億９百万円をリース投資資産として

流動資産のその他に含めて計上したこと等によります。

　負債は2,193億89百万円で、前期末比15億33百万円（0.7％）の減少となりました。リース債務が13億45

百万円増加したこと等により固定負債のその他が23億94百万円増加した一方で、支払手形及び買掛金が

37億40百万円減少したこと等によります。

　純資産は、四半期純利益を91億20百万円計上し、連結子会社及び持分法適用会社の増加による利益剰余

金の増加が11億11百万円あった一方で、配当による利益剰余金の減少82億91百万円や、その他有価証券評

価差額金の減少87億77百万円、為替換算調整勘定の減少15億17百万円があった結果、四半期末残高は

4,477億32百万円で前期末比83億44百万円（1.8％）の減少となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、70億18百万円の収入となりました。これは、税金等調整前四半期

純利益を67億16百万円、減価償却費を64億69百万円、投資有価証券評価損を13億11百万円計上したことに

加え、仕入債務の増減額が23億81百万円の収入、その他引当金の増減額が10億32百万円の収入となった一

方で、売上債権の増減額が67億81百万円の支出となり、法人税等の支払額も65億49百万円となったこと等

によります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは57億１百万円の支出となりました。これは、有形固定資産の取得

による支出が37億62百万円、無形固定資産の取得による支出が16億32百万円あったこと等によります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは37億67百万円の支出となりました。これは、配当金を34億83百万

円支払ったこと等によります。

　この結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は948億99百万円で、前期末に比べ147億27百万円

（18.4％）増加、第２四半期末に比べ27億８百万円（2.8％）の減少となりました。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
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(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は88百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,364,298 2,364,298
東京証券取引所
市場第一部

(注)

計 2,364,298 2,364,298― ―

(注)　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ─ 2,364,298 ─ 146,200 ─ 173,664
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(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   　61,202

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　2,303,096 2,303,096 ─

発行済株式総数 2,364,298 ― ―

総株主の議決権 ― 2,303,096 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が195,814株（議決権195,814

個）含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
㈱フジ・メディア・ホー
ルディングス

港区台場２丁目４番８号 61,202 ─ 61,202 2.59

計 ― 61,202 ─ 61,202 2.59

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 10月 11月 　12月

最高(円) 170,000178,000183,000165,000159,200163,200138,000143,000133,100

最低(円) 146,000156,000156,000146,000148,700134,000102,000120,000115,700

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りでありま

す。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
ＣＳＲ推進室・適正業務推進
室・グループ総務担当

専務取締役
総務・人事・ライツ開発・
デジタルコンテンツ・フジ
・メディア・ホールディン
グス移行準備室・番組審議
室・適正業務推進室・ＣＳ
Ｒ推進室担当兼フジ・メ
ディアホールディングス移
行準備室長

太　田　英　昭 平成20年10月１日

常務取締役
グループ財経担当

常務取締役
経理・フジ・メディア・ホー
ルディングス移行準備室担当

嘉　納　修　治 平成20年10月１日

常務取締役
グループ事業推進担当

常務取締役
グループ事業推進・ネット
ワーク・フジ・メディア・
ホールディングス移行準備
室担当、フジサンケイグ
ループ事務局長

内　堀　眞　澄 平成20年10月１日

常務取締役
グループ企画担当

常務取締役
経営企画・フジ・メディア
・ホールディングス移行準
備室担当

飯　島　一　暢 平成20年10月１日

取締役
秘書室担当

常務取締役
秘書室・国際担当

瀬　田　　　宏 平成20年10月１日

取締役
広報室担当

取締役
広報担当兼広報局長

遠　藤　龍之介 平成20年10月１日

取締役
取締役副社長

技術開発・技術・情報シス
テム担当

横　井　亮　介 平成20年10月１日

取締役
常務取締役

報道・情報制作・スポーツ
担当

小　櫃　真佐己 平成20年10月１日

取締役
常務取締役

映画事業・事業担当
堀　口　壽　一 平成20年10月１日

取締役
取締役

人事・美術制作担当
久保田　榮　一 平成20年10月１日

取締役
取締役
営業担当

小　林　　　豊 平成20年10月１日

取締役
取締役

編成制作担当兼編成制作局長
鈴　木　克　明 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半

期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 81,173 64,627

受取手形及び売掛金 ※４
 111,396 118,160

有価証券 16,567 20,893

たな卸資産 ※１
 19,720

※１
 21,743

その他 34,337 28,497

貸倒引当金 △443 △344

流動資産合計 262,752 253,577

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 109,696 114,378

その他（純額） 59,888 66,767

有形固定資産合計 ※２
 169,584

※２
 181,146

無形固定資産

のれん 8,646 7,385

その他 40,222 40,543

無形固定資産合計 48,869 47,929

投資その他の資産

投資有価証券 159,867 173,152

その他 27,749 23,095

貸倒引当金 △1,701 △1,900

投資その他の資産合計 185,916 194,347

固定資産合計 404,369 423,423

資産合計 667,122 677,000
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 50,475 54,216

返品調整引当金 940 972

役員賞与引当金 230 309

その他 ※４
 59,944 59,926

流動負債合計 111,591 115,425

固定負債

社債 49,989 49,987

退職給付引当金 33,542 32,239

役員退職慰労引当金 2,231 3,172

負ののれん 9,694 10,154

その他 12,338 9,944

固定負債合計 107,797 105,497

負債合計 219,389 220,922

純資産の部

株主資本

資本金 146,200 146,200

資本剰余金 173,664 173,664

利益剰余金 147,441 146,322

自己株式 △15,505 △15,505

株主資本合計 451,801 450,682

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,361 1,416

土地再評価差額金 358 △463

為替換算調整勘定 △1,819 △302

評価・換算差額等合計 △8,823 649

少数株主持分 4,755 4,745

純資産合計 447,732 456,077

負債純資産合計 667,122 677,000
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 427,473

売上原価 287,011

売上総利益 140,461

販売費及び一般管理費 ※１
 120,426

営業利益 20,035

営業外収益

受取配当金 2,289

持分法による投資利益 1,691

その他 2,105

営業外収益合計 6,086

営業外費用

支払利息 675

投資事業組合運用損 603

賃貸費用 581

その他 500

営業外費用合計 2,361

経常利益 23,761

特別利益

固定資産売却益 206

その他 36

特別利益合計 242

特別損失

減損損失 809

投資有価証券評価損 1,890

その他 789

特別損失合計 3,489

税金等調整前四半期純利益 20,514

法人税、住民税及び事業税 9,590

法人税等調整額 1,767

法人税等合計 11,357

少数株主利益 36

四半期純利益 9,120
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 145,497

売上原価 97,580

売上総利益 47,917

販売費及び一般管理費 ※１
 40,570

営業利益 7,346

営業外収益

受取配当金 661

持分法による投資利益 76

その他 659

営業外収益合計 1,397

営業外費用

支払利息 223

賃貸費用 113

その他 106

営業外費用合計 442

経常利益 8,301

特別利益

固定資産売却益 79

投資有価証券評価損戻入益 286

その他 0

特別利益合計 366

特別損失

投資有価証券評価損 1,597

その他 353

特別損失合計 1,951

税金等調整前四半期純利益 6,716

法人税、住民税及び事業税 2,084

法人税等調整額 1,255

法人税等合計 3,340

少数株主損失（△） △86

四半期純利益 3,463
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 20,514

減価償却費 17,929

受取利息及び受取配当金 △2,771

支払利息 675

持分法による投資損益（△は益） △1,691

売上債権の増減額（△は増加） 9,964

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,180

仕入債務の増減額（△は減少） △3,740

その他 6,843

小計 49,903

利息及び配当金の受取額 3,185

利息の支払額 △452

法人税等の支払額 △9,714

法人税等の還付額 2,300

営業活動によるキャッシュ・フロー 45,222

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,968

無形固定資産の取得による支出 △4,715

投資有価証券の取得による支出 △4,589

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△3,451

その他 3,230

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,494

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,194

長期借入れによる収入 700

長期借入金の返済による支出 △1,002

配当金の支払額 △7,354

少数株主への配当金の支払額 △31

その他 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,905

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,008

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,813

現金及び現金同等物の期首残高 80,171

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 913

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 94,899
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲の変更

当社は平成20年５月15日付で持分法適用関連会社であった㈱サンケイリビング新聞社の全株式を取得したため、

第１四半期連結会計期間から同社を連結子会社としました。

これに伴い、同社の子会社である㈱リビングプロシードを持分法非適用関連会社から連結子会社としました。

当社は平成20年10月１日付で商号を㈱フジ・メディア・ホールディングスに変更し、同日付で当社が営む放送事

業等の主要事業を分割して新たに㈱フジテレビジョンを設立し、当第３四半期連結会計期間から連結子会社としま

した。

２　持分法適用の範囲の変更

(1)　非連結子会社

㈱ニッポンプランニングセンターと㈱ポニーキャニオンミュージックは重要性が増したため、第１四半期連結

会計期間から持分法適用の範囲に含めております。

(2)　関連会社

日本映画衛星放送㈱は重要性が増したため、第１四半期連結会計期間から持分法適用の範囲に含めております。

３　会計方針の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　

企業会計基準第９号）を適用し、評価基準を原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更

しております。これによる当第３四半期連結累計期間への影響額は軽微であります。

(2)　リース取引に関する会計基準等の適用（借手側)

第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終

改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。 

　また、リース資産の減価償却方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によってお

ります。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

　これによる当第３四半期連結累計期間への影響額は軽微であります。

(3)　リース取引に関する会計基準等の適用（貸手側)

第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終

改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース投資資産として計上しております。 

　また、ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上

する方法によっております。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前連結会

計年度末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約したものとして、リース投資資産に計上する方法

によっております。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間末において、流動資産にリース投資資産が8,206百万円計上されております

が、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更し

ております。なお、この変更が当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。

 

（役員退職慰労金の打ち切り支給）

当社では、平成20年６月27日に開催された定時株主総会において、総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止するとともに、取締役及び監査役全員に対し、それぞれの就任時から当該定時株主総会終結の時までの在任期間に

対応する退職慰労金を打ち切り支給することが承認されました。

　これに伴い、第１四半期連結会計期間において役員退職慰労引当金の残高を全額取崩し、打ち切り支給額の未払分

については、固定負債の「その他」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 

※１　たな卸資産の内訳

番組勘定及びその他の製作品 10,205百万円

製品及び商品 7,238

仕掛品 1,725

その他 551

合計 19,720百万円

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額　　132,011百万円
 
　３　偶発債務
　　　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入、従業
員の金融機関からの借入等に対して次の通り保証を
行っております。

従業員住宅貸付分 1,465百万円

㈱放送衛星システム 729

合計 2,194百万円

 
㈱放送衛星システムの銀行借入に対する保証729百
万円は、㈱ビーエスフジとの連帯保証であります。

 
 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

受取手形 1,221百万円

支払手形 1,821

その他流動負債
(営業外支払手形)

193

 

 

※１　たな卸資産の内訳

番組勘定及びその他の製作品 14,021百万円

製品及び商品 6,021

仕掛品 1,210

その他 490

合計 21,743百万円

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 　　127,987百万円
 
　３　偶発債務
　　　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入、従業
員の金融機関からの借入等に対して次の通り保証を
行っております。

従業員住宅貸付分 1,716百万円

㈱放送衛星システム   877

合計 2,593百万円

 
㈱放送衛星システムの銀行借入に対する保証のう
ち、875百万円については㈱ビーエスフジとの連帯保証
であります。

 

―――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内容

代理店手数料 42,854百万円

宣伝広告費 15,202

人件費 27,901

貸倒引当金繰入額 56

役員賞与引当金繰入額 229

役員退職慰労引当金繰入額 330

のれん償却額 1,712

　

第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内容

代理店手数料 15,128百万円

宣伝広告費 5,295

人件費 9,022

貸倒引当金繰入額 103

役員賞与引当金繰入額 75

役員退職慰労引当金繰入額 94

のれん償却額 537

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 81,173百万円

有価証券 16,567

　　　計 97,741

流動資産のその他に含まれる
短期貸付金（現先）

1,975

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 4,131

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △ 686

現金及び現金同等物 94,899百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,364,298

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 61,202

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,145 1,800平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,145 1,800平成20年９月30日 平成20年12月５日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

86,4774,59316,10522,8798,2527,188145,497― 145,497

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8,5637,246 603 277 773 2,31419,778(19,778)―

計 95,04011,83916,70923,1579,0269,503165,276(19,778)145,497

　営業利益 6,599 232 765 608 52 147 8,405(1,059)7,346

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

263,64215,02449,91051,8938,25238,750427,473― 427,473

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

18,69222,4691,412 402 77310,33354,084(54,084)―

計 282,33537,49351,32252,2969,02649,083481,558(54,084)427,473

　営業利益
　又は営業損失(△)

17,2751,7282,151 314 76 △ 41921,127(1,091)20,035

(注)　１　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主な役務・商製品

事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

制作事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

生活情報事業 通信販売、新聞発行等

広告事業 広告等

その他事業 出版、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発等
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３　各事業区分に属する連結子会社は以下の通りです。

事業区分 連結子会社名

放送事業 ㈱フジテレビジョン(※１)、㈱ニッポン放送

制作事業
㈱共同エディット、㈱共同テレビジョン、㈱バスク、㈱八峯テレビ、㈱バ
ンエイト、㈱フジアール、㈱フジクリエイティブコーポレーション、㈱
フジライティング・アンド・テクノロジイ、㈱ベイシス

映像音楽事業

㈱シンコーミュージック・パブリッシャーズ、㈱フジパシフィック音
楽出版、任意組合フジ・ミュージックパートナーズ、㈱ポニーキャニオ
ン、㈱ポニーキャニオンエンタープライズ、
FUJIPACIFIC MUSIC (USA), INC.、
FUJI ENTERTAINMENT AMERICA, INC.(※２)、
WINDSWEPT CLASSICS, INC.

生活情報事業 ㈱サンケイリビング新聞社、㈱ディノス、㈱リビングプロシード

広告事業 ㈱クオラス

その他事業
㈱ニッポン放送プロジェクト、㈱フジサンケイ人材センター、㈱フジ
ミック、㈱扶桑社、
FUJISANKEI COMMUNICATIONS INTERNATIONAL, INC.

※１ 当社は平成20年10月１日付で商号を㈱フジテレビジョンから㈱フジ・メディア・ホールディングスへ

変更するとともに、会社分割によりテレビ放送事業等を営む㈱フジテレビジョンを新たに設立いたしまし

た。

※２ FUJISANKEI CALIFORNIA ENTERTAINMENT, INC. は、平成20年10月１日付で商号を FUJI ENTERTAINMENT

AMERICA, INC. に変更いたしました。

　
４　当社は、平成20年11月６日開催の取締役会において、当第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメント

の区分を変更する旨の決議を行いました。

従来、事業の種類別セグメントにおける事業区分は「放送事業」「放送関連事業」「通信販売事業」「映像

音楽事業」「その他事業」に区分しておりましたが、これを「放送事業」「制作事業」「映像音楽事業」

「生活情報事業」「広告事業」「その他事業」の区分に変更いたしました。

当社グループは、国内外から高く評価される我が国を代表する「メディア・コングロマリット」を目指すと

いう長期的なグループ経営ビジョンを達成するため、平成20年10月１日付で当社（㈱フジ・メディア・ホー

ルディングス）を中核とする認定放送持株会社体制へ移行いたしました。当社は、この認定放送持株会社体制

への移行を、メディアグループとしての「第二の創業期」として捉え、認定放送持株会社を核とした新たなグ

ループ経営体制構築のスタート台に立ったという認識の下、「グループ経営の強化」、「事業環境に応じた資

源再配分の適正化」等の観点から事業の種類別セグメントの区分の見直しを行った結果、上記のように変更

することにいたしました。

この変更により、従来の「放送関連事業」を「制作事業」とし、従来の㈱ディノスの「通信販売事業」と「そ

の他事業」に含めていた㈱サンケイリビング新聞社を中心とするフリーペーパー発行事業等を合わせて「生

活情報事業」とし、従来「その他事業」に含めていた㈱クオラスの広告事業等を新たに「広告事業」として

独立のセグメントといたしました。

なお、上表の当第３四半期連結累計期間の数値には、変更前のセグメント区分による第２四半期連結累計期間

の実績値が含まれております。当第３四半期連結累計期間の数値においては、第２四半期連結累計期間の放送

関連事業を制作事業に、通信販売事業を生活情報事業に含めて表示しております。変更前のセグメント区分に

よる第２四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報は、次の通りです。
　
第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
（変更前セグメント区分による）

放送
事業
(百万円)

放送関連
事業
(百万円)

通信販売
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

177,16410,43029,01333,80431,561281,975 ― 281,975

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,12915,223 125 808 8,01834,306(34,306)―

計 187,29425,65429,13934,61339,579316,281(34,306)281,975

　営業利益
又は営業損失(△)

10,6591,485△ 286 1,369△ 54912,677 (36)12,641
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５　当第３四半期連結累計期間の期首においてセグメント区分の変更を行ったとした場合の当第３四半期連結累

計期間の事業の種類別セグメント情報は、次の通りです。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

263,64214,52549,91061,94422,66414,786427,473― 427,473

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

18,69221,2661,412 697 1,38011,06954,519(54,519)―

計 282,33535,79151,32262,64224,04425,855481,992(54,519)427,473

　営業利益
又は営業損失(△)

17,7931,5272,151 63 △ 94 27021,712(1,676)20,035

　
６　当第３四半期連結累計期間の期首においてセグメント区分の変更を行ったとした場合の第２四半期連結累計

期間の事業の種類別セグメント情報は、次の通りです。

第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

177,1649,93133,80439,06414,4117,597281,975― 281,975

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,12914,020808 420 606 8,75434,740(34,740)―

計 187,29423,95134,61339,48515,01816,351316,715(34,740)281,975

　営業利益
又は営業損失(△)

11,1771,2841,369△ 537△ 170 14013,262(621)12,641

　
７　連結子会社の増加により生活情報事業における資産が前連結会計年度末に比べ、12,805百万円増加しており

ます。そのうち新規連結子会社分の金額は10,438百万円であり、その概要は次の通りです。

(単位：百万円)
当第３四半期
連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

増減

生活情報事業の資産 31,234 18,428 12,805

　うち新規連結子会社分

　　㈱サンケイリビング新聞社 8,080 ― 8,080

　　㈱リビングプロシード 2,358 ― 2,358

計 10,438 ― 10,438

（注）前連結会計年度末の生活情報事業の資産の金額は、前連結会計年度末における通信販売事業の資産の

金額を表示しております。

　
８　消去又は全社における資産の金額が前連結会計年度末に比べ、163,756百万円増加しております。これは、当第

３四半期連結会計期間より、認定放送持株会社体制への移行に伴い、親会社の資産183,429百万円を含めたた

めであり、その内容は余資運用資金（現金及び預金、有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管

理部門に係る資産等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】
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当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

認定放送持株会社体制への移行に伴う会社分割

(1)　取引の目的及び概要並びに分割後企業の名称

当社は当社が営む放送事業等の主要事業を分割する会社分割を平成20年10月１日付で行い、認定放送

持株会社体制へ移行いたしました。当社は同日付で商号を㈱フジ・メディア・ホールディングスに変更

し、本件分割により新たに設立した会社の商号を㈱フジテレビジョンとしました。

放送を始めとするメディア産業を取り巻く環境は、デジタル化に伴う技術革新、規制緩和、法制度の改

正等により大きな変革期を迎えている中、当社は今後、メディア間でのアライアンス、再編等の動きも急

速に進展していくと認識しております。 

　当社は、主業のテレビ放送事業については、開局以来これまで系列局との強力なネットワーク体制の下、

放送業界トップの地位を確立し、また、放送周辺の事業についても他社に先んじて積極的な展開に取り組

み、グループの事業領域の拡大に努めてまいりました。 

　しかし、これからの更なる環境変化に対応し、当社グループの企業価値を向上させていくためには、放送

事業を核としつつ、放送以外の周辺事業領域へもグループ経営資源の更なる選択と集中を推し進め、外部

との資本・業務提携や事業再編を積極的に行っていく必要があります。 

　国内外から高く評価される我が国を代表する「メディア・コングロマリット」を目指すという長期的

なグループ経営ビジョンを達成するためには経営の意思決定の迅速性と、事業執行の機動性がこれまで

以上に要請されてくること、併せて適正なグループガバナンスの実行が必要であり、それらを実現するた

めの経営の組織形態としては認定放送持株会社体制が最適であると判断するに至りました。 

　当社は、今回の認定放送持株会社体制への移行を、メディアグループとしての「第二の創業期」として

捉え、認定放送持株会社を核とした新たなグループ経営体制構築のスタート台に立ったという認識の下、

長期的なグループ経営ビジョンを目指して「グループ経営の強化」、「事業環境に応じた資源再配分の

適正化」、「事業再編への積極的取組み」に注力、グループ全体の企業価値向上に向けて一層努力をして

参ります。

(2)　対象となった事業の内容及び会社分割の法的形式

当社を新設分割会社とし、新設分割設立会社に当社のグループ経営管理事業を除く一切の事業を承継

させる分社型新設分割方式であります。

　新設分割設立会社は、新設分割に際して普通株式2,000株を発行し、その全てを当社に割当交付しまし
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た。

(3)　実施した会計処理の概要

本件分割は共通支配下の取引であり、連結財務諸表作成にあたって全て消去しております。従って、当

該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

192,340.03円 195,967.51円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下の通りです。

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額　　　(百万円) 447,732 456,077

普通株式に係る純資産額  (百万円) 442,977 451,331

差額の主な内訳　　　　  (百万円)
　少数株主持分

 
4,755

 
4,745

普通株式の発行済株式数　　　(株) 2,364,298 2,364,298

普通株式の自己株式数　　  　(株) 61,202 61,202

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数　　　　　　(株)

2,303,096 2,303,096

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 3,959.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 9,120

普通株式に係る四半期純利益　　　　　(百万円) 9,120

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　(株) 2,303,096
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 1,503.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 3,463

普通株式に係る四半期純利益　　　　　(百万円) 3,463

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　(株) 2,303,096

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

訴訟の和解による損害賠償金の利益計上について

当社は、平成19年３月26日付で㈱ＬＤＨ（旧㈱ライブドア、以下、「ＬＤＨ」といいます。）に対して旧証

券取引法に基づく損害賠償請求訴訟を提起しておりましたが、東京地方裁判所からの職権による和解勧告

に従い、平成21年１月22日に同社との裁判上の和解が成立いたしました。

（1）訴訟の提起から和解に至るまでの経緯

当社は平成19年３月26日付で、当社が平成17年５月23日にＬＤＨの第三者割当増資に応じて払い込ん

だ金額と当社が取得した全株式を平成18年３月16日に売却した金額との差額である34,504百万円（平成

18年３月期に特別損失に計上）及びそれに対する遅延損害金について、旧証券取引法第18条（虚偽記載

のある有価証券届出書の届出者の賠償責任）に基づき、東京地方裁判所においてＬＤＨに対して損害賠

償を求める民事訴訟を提起いたしました。

その後、東京地方裁判所で審理が行われて参りましたが、このたび、東京地方裁判所から職権による和

解勧告及び和解案の提示があり、平成21年１月22日付でＬＤＨとの裁判上の和解が成立いたしました。

（2）和解の主な内容

①ＬＤＨは当社に対し、損害賠償金として平成21年２月10日までに31,054百万円を支払う。

②当社は上記①以外の請求を放棄する。

③当社及びＬＤＨは、本和解条項に定めるほか、本件有価証券届出書の虚偽記載並びにＬＤＨによる偽

計・風説の流布及び虚偽有価証券報告書の提出に関し互いに何らの債権債務関係も存在しないこと

を確認する。

（3）連結財務諸表に与える影響

当社は上記（2）①の損害賠償金31,054百万円を平成21年２月10日に受け取ったため、当該金額から本

件訴訟に要した費用を差し引いた残額を平成21年3月期に特別利益に計上する予定です。
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２【その他】

第68期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年11月６日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

して、次の通り中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

　

①中間配当金の総額 4,145百万円

②１株当たり中間配当金 1,800円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

株式会社フジ・メディア・ホールディングス

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　田　　恒　　敏　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　　　　一　　浩　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社フジ・メディア・ホールディングス（旧会社名　株式会社フジテレビジョン）の平成20年４月１日から
平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日
まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ
いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立
の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ
ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正
妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ
れた。
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジ・メディア・ホールディングス
（旧会社名　株式会社フジテレビジョン）及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって
終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認めら
れなかった。
　
追記情報
１．「セグメント情報」に記載されているとおり、会社は平成20年10月１日付で、認定放送持株会社へ移行し
たことに伴い、当第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更している。
２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成21年２月10日に損害賠償金を受け取っている。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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